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研究実績の概要

　ライフラインのシステムの信頼性の解析を考えてみると，近年多くの自治体，電力・水道・ガス・

通信・交通などの事業者により解析が行われてはいるが，独立に行われている．この事が，解析方法

の普及を妨げているばかりでなく，解析結果の相互のチェックを不可能とし，解析法の精度の向上を

阻害しているものと考えられる．本研究では，ライフラインシステムの機能損失と復旧過程の診断の

ための解析アルゴリズムの体系化を進め，汎用プログラム・パッケージI　L　A　S（Integrated　Lifel

ine　Analysis　System）を作成，強化することを目的とした．

　（1）物的被害，破壊確率の推定，　（2）連結性能に基づく系の信頼性の評価，　（3）機能性能に

基づく系の信頼性の評価，　（4）復旧過程の推定，（5）システム相互の連鎖性の評価，　（6）低次

施設のモデル化，（7）図形出力，の各項目に対し，ワークステーションを用いて解析が可能になる

ように，次の調査，研究を行った．　　　　　　　　　　！

　・　従来の手法・パラメーター・結果の調査

　・　アルゴリズムの整理統合，体系化

　・　プログラムサブルーチンの作成

　・　汎用プログラムライブラリの作成

　・　簡単な都市への適用
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埋設ライフラインの震害例と耐震設計…（1）

原稿No．HO9－08

解説

埋設ライフラインの震害例と耐震設計
＝物的被害と機能支障＝

埼玉大学川上　英二
　　　　Hideji　Kawakami

　1。埋設ライフラインとは
　「ライフライン（1ifeline）」とは、生命・生活qife）

に関連した線状（1ine）構造物である。通常、上下水

道施設などの水の供給処理系（システム）、電力・ガ

ス・オイルなどのエネルギーの供給系、道路・鉄道を

含む交通網系、電信・電話・専用回線などの情報伝達

網系を指す。

　ライフラインの地震による被害の1つには、上下水

道施設の破壊に伴う浸水、ガス施設の爆発のような狭

い直接的な意味での被害がある。しかし、これらは局

所的な被害であり、地震後に水、電気、ガス、交通、

電話が使用できなくなり、炊飯、入浴、洗濯などに不

自由を感じ、さらには、生活できなくなるといった生

活困難への影響がより重要である。ライフラインは特

に都市において、日常生活および産業活動をはじめ都

市の機能を維持していくために不可欠であり、都市の

防災を考える場合には特に重要である。もし、機能が

マヒした場合には、住民生活に与える影響をはじめ、

社会的経済的な影響は極めて大きい。しかし、これら

は何れも人命に直接係わる問題ではない。ただし、断

水による消火への影響は別である。上水道が地震時の

消火の責任を負うべきか否かに関しては水道、消防に

携わる機関の問で議論の分かれるところではあるが、

断水の問題は単に不自由というだけでなく、生命に直

接大きく係わる問題である。

　上水道系が貯水施設（ダム）、取水設備、導水路、

浄水場、送水管、配水場、配水管、給水管などから構

成されているように、ライフラインは一地点に存在す

る単独の構造物を指すものではない。ライフラインは、

生産・輸送・中継・配給の何れかの役割を担う多数、

多種類の構造物が、広い面積にわたって、線的あるい

は面的に分布して形成される。このため、地震時に各

構潭物に働く地震力が異なる。また、地中埋設管など

の線状構造物を含む場合が多い。

　埋設ライフラインとは狭義には地中埋設管を指し、

広義には地中構造物を主体とするライフラインを指す。

地中埋設管の震害分布は建物の震害分布と異なる。こ

の理由は、地中構造物は周辺を地盤に囲まれており、

また、密度が周辺の地盤と同程度であるためである。

そのため、建物などの地上構造物と比較して管体に働

く加速度による慣性力の影響が小さい。そして、むし

ろ、地震動の二地点間の相対変位およびひずみ、液状

化などに著しく影響される。

　2．埋設管の物的な震害

　埋設管の震害例を分類すると、震害の原因となる外

力に関しては、

　（1）せん断波、表面波の伝播

　（2〉硬質地盤と比較して軟弱地盤での震動の増幅

　（3）地層、地質構造の急変部、切土と盛土の境など

　地盤の不均質に伴う相対変位

　（4）構造物との連結部で、管路との間に生ずる相対

　変位
　（5）地盤の液状化に伴う側方流動または沈下

　（6）斜面のすべり

　（7）断層運動

によるものなどに分類できる。また、管に働いた力を

力学的に分類すると、
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冒
婁

鏑慧緊

欝驚
写真3

懸鎌籍毫

圧縮による局部座屈の例

（1971サンフェルナンド地震

鍵

ハ臼1 晒

久保団による〉

写真1　引張による管の離脱の例

　　　（1923関東地震　Kubo（Pによる）

写真2

難欝籔熱戴．
圧縮による全体座屈の例

a964新潟地震　Hamadaら l21による）

（1）管軸方向の引張（写真1）または圧縮（写真2、

　写真3）
（2）管軸方向の引張と圧縮の繰り返し（写真4）

（3）管軸直角方向の曲げ、せん断

などに分類できる。また、被災した部位で分類すると、

（1）直管の管体部での亀裂、折損（離脱、食い込み）

（2）異形管部または分岐部で管運動が不連続なこと

　による破損（写真5）

（3）変形性能が劣る継ぎ手部での抜け出し、破損

　（写真1）

（4）溶接部の不良による亀裂、折損

などに分類セきる。写真1～5には、過去の地震によ

る代表的な破壊状況を数例示している。

埋設管の物的な被害の程度を統計的に検討する際に

写真4　引張・圧縮の繰り返しによる破壊例

　　　（1983日本海中部地震　Hamadaら121による）

写真5　分岐部の破壊例

　　　（1964新潟地震 日本瓦斯協会圃による）
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は、破壊箇所数を管路延長で割った値、すなわち単位

長さ当りの破壊箇所数の平均値が用いられ、これを被

害率と呼んでいる。そして、過去の地震での被害統計

から、最大加速度または速度、地盤の種類、液状化の

可能性、管種、管径、埋設深さなどの関数として被害

率が整理されている。

　第1図には、過去の地震による地震動の激しさ（最

大加速度の推定値）と被害率との関係を示してい

る（5）。1995年の阪神大震災による結果を●で、他の地

震による結果をOで示してある。ただし、横軸の最大

加速度の値は、各市内の平均値の推定値であり、誤差

を含んでいる。本図より、阪神大震災では、ライフラ

インに著しい被害が生じたが、これば外力が異常に大

きかったためであることがわかる。久保・片山131に

よる従来の経験式と比較してみると、被害率は外力の

大きさの割にはむしろ小さいことがわかる。

　この理由の！つには管種などの違いによる影響の他

に次のことが考えられる。すなわち、過去の地震では

液状化が生じると外力（加速度）の割には被害率が高

くなることがわかっている（第1図の能代市の例を参

照）。阪神大震災では、液状化による側方流動が埋め

立て地の海岸付近の狭い領域だけに限定されていたた

め、外力の割には被害率がむしろ小さかったものと考

えられる。

　また、最近では、埋設管の被害の程度は地震波の加

速度振幅よりもむしろ速度振幅に関係すると言われて

いる。また、被害は地盤の不均一性の程度に大きな影

響を受け、台地をきざむ谷底平野、宅地造成に伴う切

土と盛土の境界上、液状化現象が発生する可能性が大

きい地域などで大きいという性質がある。管の材質に

関しては、石綿管、塩化ビニル管は弱く、鋼管、ダク

タイル鋳鉄管、ポリエチレン管は強い。また、口径に

関しては、小口径の管は地震には弱く破壊確率が大き

く、大口径の管では小さいという結果が得られてい

る「3）。

　3．物的な耐震設計

　従来、地上構造物の設計は震度法で行うのが基本で

ある。震度法とは、地震の影響を便宜上静的な力と考

えて、構造物の質量に起因する慣性力に対して計算を

行う手法である。

　これに対し、一般の地中構造物では慣性力の影響が

小さく、その挙動は地盤の変形に追随するため、その

埋設ライフラインの震害例と耐震設計…（3）
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第1図　最大加速度と被書率との関係

（●阪神大震災、○その他の地震、一久保・片山（31による）

耐震設計法は応答変位法によるのが合理的である。

　磨答変位法では、埋設管の地震時における挙動を主

として周辺地盤の変位によって支配されるものと考え

ている。その最も基本的な方法では、地震時の地盤の

変位を推定し、この地盤の変位に比例する（つまり、

地盤と埋設管とをつなぐ地盤ばねのばね係数を乗じた）

外力を地震力として埋設管に作用させる。本方法は、

地盤の変形が埋設管により影響されないと考える方法

である。一方、この影響も考慮する場合には、埋設管

を支えている周辺地盤をも含めてモデル化する。そし

て、モデルの外周である地盤の境界において、自由地

盤の変位を強制的に与える。こうして、埋設管の軸方

向あるいは軸直角方向の変位、応力の算出を行う手法

が応答変位法である。

　地震波が変形せずに伝播し、管が地盤と同様に挙動

する場合には、管に生じる軸方向の引張・圧縮応力の

時問変化は、地震動の速度波形に比例し、一方、管の

曲げ応力は加速度波形に比例する。また、小口径の直

管部では曲げ応力に比較して軸応力が卓越することが

理論的に示されている。

　現在用いられている水道、ガスなどの埋設管および

共同溝の設計基準は、1973年の「石油パイプライン事

業の事業用施設の技術上の基準の細目を定める告示」

を基本としている。ここでは、地盤中の管を弾i生床上

の梁とモデル化し、管に生じる応力の算定式が示され

ている。

　また、近年の計算機の発達に伴い、計算モデル・入

配管技術’96。5．67
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　　　　　　　　コゴチ
力地震動を適切に用いれば動的解析法も有効な手法で

ある。

　動的解析法は、前記の応答変位法による検討に加え、

さらに厳密な検討を要する場合に使用される。本方法

は、軟弱地盤中の埋設管や、地盤の急変部を通過する

埋設管などの管軸方向の動的挙動を正確に評価する場

合に特に有効である。本方法には埋設管と周辺地盤を

梁一ばね一質点系に置換して地震動の加速度を入力す

る方法、および、地盤ばねを介して地震時の時刻歴地

盤変位を強制入力し応答解析を行う方法がある。しか

し、とくに前者の方法では、モデルが複雑になるため、

使用するパラメーターの数も多くなり、計算モデル、

入力地震動の適切さ、解析結果の解釈などが複雑であ

り、十分に安定した結果が得られない。このため、本

方法は応答変位法による結果を確認する目的で用いら

れる場合が大部分であり、独立な設計方法として全面

的に採用されるまでには至っていない。しかし、俸方

法は、地震時の現象をより正確に表す手法ではあるの

で、本方法を使用して計算を行った場合には、その結

果を十分に尊重し、他の計算法による結果および設計

条件などを照合して解釈するのが望ましいと考えられる。

　上記の各種計算法に加えて、計算の信頼性を高める

ために、全体あるいは部分的な模型実験により計算結

果の検証を行うことや、実際の埋設管の地震時挙動を

計測し、計算結果との照合を行う試みが行われている。

1995　阪神大震災　　M7．2
1994　三陸はるか沖　M7。5
1994　北海道東方沖　M8．1

1994　Northridge　M6．8
1993　北海道南西沖　M7．8
1993　能登半島沖　　M6．6

1993釧路沖　　　　M7。8
1989Loma　Pr重eta　M7．1
1983　日本海中部　　M7．7

1978　宮城県沖　　　M7．4

1964新潟　　　　M7．5

死者・行方不明者数（人）

1　10　100100010000

●o　●　．

　4．システムとしての機能の被害

　ライフラインでは、地震により上述した物的破損

（管路の破断・漏水など）が発生し、これに従属して、

機能低下（水圧低下・水量不足など）が発生する。単

独の構造物では構造物の破壊がすなわち機能の低下で

あるのに対し、ライフラインではこれらの関係がこれ

ほど個別的かつ直接的ではない。これは、ライフラィ’

ンでは、多くの構造物がネットワーク状に有機的につ

ながって、全体が1つの系（システム）を構成し、初

めてその機能を発揮できるためである。このため、少

数の構造物の破壊でも、供給経路が断たれ、機能が全

面的に停止してしまうという災害に対する脆弱さを示

すこともある。

　ライフラインの安全性を推定するための最も確かな

根拠は、過去の地震による被害および復旧の実績であ

る。アメリカ合衆国においては、1971年のサンフェル

　　4●　←　　　　　　o　　■

　　　　略　　06

　　　　　0レ　●
6　　　　　　　　　　　08　　　　　　噸

噸一◆　　　　　　o　■

　　ゆ　　　●　o　　■
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　　　　　■　　◆
　　　　　◆　　o　●

　　　　　やo　　　　　　　 費
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　　　　　　　　　　　機能支障戸数（戸）

第2図　最近の地震によるライフラインの機能支障の戸数

（■電力、○水道、●ガス、△電話、＋死者・行方不明者）
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第3図

　102　　　　　　　1α　　　　　　　　106

　　　　　停電戸数（戸）

最近の地震における停電戸数と他のライフライン機能支

障の戸数（口電力、O水道、●ガス、△電話）

100

ナンド地震において、また、日本においては、1978年

の宮城県沖地震においてライフラインの震害が初めて

大きな注目を集めた。

　第2図には、主に最近の地震により電力、水道、ガ

ス、電話が地震の直後において機能しなかった戸数お

よび死者・行方不明者数を対数座標で示している（51。

何れの地震においても電力の機能支障の戸数が最大で

ある。ただし、電力の場合には、事故が生じ需要と供

給のバランスが崩れると、需要家の電力は一度は切り

放されるが、すぐ自動的に再接続され（または手動に

より系統切り替えが行われ）るため、大部分の戸数の

停電時間は数分から数時間と短い。

　また、第3図の横軸には停電戸数を、縦軸には電力、

水道、ガス、電話の機能支障の戸数を、共に対数座標

で示している。非常に大ざっぱに言えば、停電戸数に

68　配管技術796。5．



対して断水戸数およびガスの停止戸数は数割、電話は

数％の回りに大きくばらついている。ただし、ガスの

停止戸数が電力、水道と比較して少ないのは、都市ガ

スが十分普及しておらず、プロパンガスが使用されて

いることにもよる。また、電話は、断線による機能支

障こそ少ないが、輻韓により地震直後には十分機能し

ない。しかし、この影響は本図では省略している。

　阪神大震災では、大都市である神戸市を中心として

死者数が5500名を越える大災害となった。断層に沿っ

ての震度冊の地域を中心としては、建物、橋梁などの

被害が顕著であり、それを取り巻く震度VI、V、Wの

広い地域では、ライフラインの被害が長期間にわたっ

て最大の問題となった。第2図、第3図から、本地震

によるライフラインの被害戸数は最大であることがわ

かる。

　第4図には、埋設管の物的な被害率と地震直後の断

水率（＝［断水戸数1／［全給水戸数］）との関係をプ

ロットしてある。1kmあたり約0．2箇所の被害（これ

は、約5kmあたり1箇所の被害に相当する）を境に、

断水率が0から1に急激に変化していることがわかる。

ただし、これらの物的または機能上の被害についての

データとしては過去の多くの震害調査報告書〔51の中

の値を用いたが、矛盾した値の報告も多く、本図は若

干の誤差を含んでいる。

　過去の地震に対して、地震後の経過日数と復旧率の

変化を求めると、復旧は一般に電話、電力、水道、ガ

スの順に遅くなる。復旧日数は地震の規模に大きく左

右されることは当然であるが、粗っぽく代表的な復旧

日数を挙げれば、電話1日、電力3日、水道1週問、

ガス1箇月である。このことは、直観的には以下のよ

うに各システムの特性の違いを理由として大まかに説

明することも可能である。つまり、電話では細い線が

つながっていれば機能を果たしているのに対し、電力

では大電力を流すための太い線が必要である。しかし、

実際に物が移動するわけではない。一方、水道、ガス

は漏れ易い液体、気体が実際に移動するシステムであ

ン）、電話、電力よりも一般に太い管が必要となる。そ

の上、水道では幾分の漏れは許されるが、ガスでは漏

れは許されない。こうした特性の違いのため、たとえ

施設の被害が同程度であったとしても復旧日数に大き

な差が出てくるものと考えられる。

　大地震後には、地域によってはライフラインの機能

埋設ライフラインの震害例と耐震設計…（5）
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が一旦は喪失し、復旧には上述のような日数がかかる

もとを覚悟しておく必要がある。しかしながら、ライ

フラインの安全性を推定する場合、これら過去の被害

量または復旧日数を直接に使用することには問題が多

い。使用できる地震の数が少な過ぎるばかF）ではない。

また、システムが地域によって異なるばかりではない。

同一地域であっても最近数十年問でのシステムの変化

は著しく、ライフラインを構成する構造物は強化され

耐震化された一方、システムの規模は巨大化した。こ

のため、ライフラインの安全性を評価するためには、

過去の震害のデータと現在の対象システムの状態に基

づいて、以下に示すように再評価する必要がある。

　5．機能支障の想定と設計
　ライフラインの機能上の安全性に関しては幾つかの

基準が提案されている。まず、第1番目の基準では、

ライフラインを節点とリンクからなるネットワークと

して単純にモデル化する。各節点またはリンクは破壊

しているかいないかのどちらかの状態で表されるもの

とする。そして、ラインの最も基本的な性質である連

結性を系の安全性の評価の尺度として採用する方法が

ある。

　システムのネットワークが単純な場合には、連結確

率の厳密解を解析的に算定できる。しかし、非常に多

くの構造物から構成される複雑なネットワークに対し

ては、計算機の容量および演算時問の点から、厳密解

の算定は容易ではない。こうした場合、モンテカルロ・

配管技術’96．5，69
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　　　　　　　　　ア
シミュレーションを用いれば効率良く安全性の近似解

が求められる。

　連結性の基準はネットワーク系の特性を簡潔に表現

し、更にその基準が一般的であるために基本的なもの

と考えられる。しかし、この評価基準は各々のライフ

ライン系の評価基準としては不十分であることは明か

である。各々の系の特性および機能の種類を十分に表

現する評価基準を設定し、しかも防災対策に必要な量

を求め得るような機能の評価方法が必要である。たと

えば、上水道系では需要点での水圧低下、水量の不足

までも考慮に加えた機能上の定量的な検討が必要であ

る。手法としては、複雑な物理的条件を反映しやすい

モンテカルロ・シミュレーションが用いられることが

多い㈲。

　従来、国土庁、地方自治体、各事業者などにより、

ライフラインの被害想定が幾つか行われているω。

その多くは第5図の手順で行っている。　　　　！

　上水道、電力、都市ガスなどの各ライフラインシス

テムの機能上の安全1生の地域分布を求めた例としては、

地震直後の供給確率を、たとえば1km四方のメッシュ

毎または市区町村別に0～100％の間を数段階に分け

て地図上に表すことが行われている。また、幾つかの

供給戦略、復旧戦略を仮定して、震災直後の供給確率

のみならず、地域別の復旧日数を、または、地震後の

日数別の復旧状態を、確保できる復旧作業員、資機材

の量から推定し、地図上に示すことが行われている。

更には、1つの都市の上水道、電力、都市ガスの相互

の影響（連鎖性）を考慮して、被害復旧の全体モデル

を作成し、地震後の任意の時刻における復旧率の分布

を地図上に表すことも行われている。

　6．生命と生活の耐震性に関する問題点
　第6図には、死者・行方不明者数と停電戸数との関

係を対数グラフで示してある。横軸は生命の問題を、

縦軸には生活の問題を示している。日本海中部地震お

よび北海道南西沖地震では津波の問題が顕著であり、

生活よりも生命の問題がクローズアップされた（図で

右下に分布する）。しかし、一般には両者は正の相関

があ『）、図中に2つの地震を除いたデータに対する回

帰直線を示している。また、阪神大震災では生命、生

活ともに非常に問題になったことが確認できる。

　こうした地震の震央付近では、震度皿となり、家屋

70　配管技術’96．5。
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倒壊・落橋・火災などにより多数の死傷者が生ずる可

能［生がある。しかし、このような震災ではライフライ

ンの被害は地震直後には！番の大問題とはならない。

阪神大震災でも、生命の問題が第一であった。しかし、

震央から離れるにつれ、また、震後日数が経つにつれ

てライフラインの問題が重要になってきた。

　地震に対するライフラインの安全1生の評価に際して

は、まず将来の地震の震源位置および規模を想定す

る必要がある。たとえば凍京都においては巨大地震で

ある関東地震（1923年、M＝7．9）を基本とし、震度は

VI程度を想定している・また、直下型地震も想定して

いる。

　しかし、被害想定では、震度VI、皿となる地震に加

え、特にさらに1つの地震、つまり、巨大地震、断層

が地表に現れる直下型地震に加えてもう1つ宮城県沖

地震クラスの地震（つまり、たとえば断層が地表面に

現れないような少し深い直下型地震）を想定する必要
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があると考える。なぜなら、ライフラインが最大の問

題となるのは必ずしも最大の地震、最悪の条件下では

ないからである。むしろ、関東地震クラスまたは阪神

大震災クラスより1ランク下の宮城県沖地震クラスの

地震において、地震直後から平常に近い生活が可能な

場合には、ライフラインの被害がクローズアップされ、

大都市は大混乱となる可能1生が強い。そして、発生確

率もこちらの方がずっと大きい。

　以上の問題点の他にも、ライフラインの耐震性につ

いては、他の構造物とは異なる特徴的な問題点がある。

ライフラインの安全性を向上する場合、主要な構造物

（施設）においては特別に耐震的に作っておくことも

可能ではある、しかし、末端の構造物の一部は大地震

に際しては破損し、機能の低下は避けられないという

ことは過去の震害例が示す通ケ）である。また、既存の

構造物の耐震性はすぐには向上できない。このため、

既存の系の地震後の状態を正確に予測し・その都市機ノ

能・住民生活に与える影響を最小に抑える対策を考え

ておくことが防災上重要である。長期的な展望にたっ

た耐震性の向上、耐震設計法の確立に加えて、新設よ

ン）も既存の系に対する精度の良い震害の予測、震災後

の適切な緊急措置対策、復旧対策の問題がライフライ

ンでは特に重要である。
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　1995年兵庫県南部地震は都市機能を支えるライフラインに多大な被害を与えた．ライフライン被害の相互連

鎖は，既往の震災事例をはるかに超え，明らかに質の異なるものとなった．本報告では，断水が他のライフラ

イン（電気，ガス，下水道）や医療機関の機能および消火活動や廃棄物焼却施設などに及ぼした影響について述

べる．差し水によるガスの復旧の遅れ，冷却水や工業用水道の供給停止による発電などへの影響や消火用水の

多様な確保策がわかった．さらに，意外に少なかった通電火災，復電による通水の状況，水道の回復が下水道

の機能に与えた影響や医療に不可欠な水道の役割などが定量的に明らかになった．
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1．　はじめに

　1995年1月17日午前5時46分52秒，M7．2の直
下型地震が阪神地区の大都市圏を襲った．この地震の

発生と同時に，供給処理システム（電気，ガス，上下水

道），通信システム（電話情報通信），交通システム（道

路，鉄道，バス）や情報メディア（テレビ，ラジ元新

聞）からなるライフラインは寸断され，その機能が全て

ストップしてしまった．また，数多くの構造物が倒壊

し，多数の住民が被害を受けた．都市の生活・産業基

盤は喪失し，都市機能は麻痺状態となった．

　今回の地震では，上述したような個々の被害あるい

は各システム固有の被害にとどまらず，様々な被害が

相互に影響し合う相互連関の問題を生じた．相互連関

に伴う被害連鎖は，結果的に阪神・淡路大震災の様相

を大きく特徴づけることになった。

　現代都市においては，限られた都市空間に極めて多

くの社会資本が高密度に集中している．さらに，様々な

機能は相互に依存し，都市機能は高度化している．こ

うした都市構造の変化に伴い，近年，震災時における

相互連関の問題が目立つようになってきた．既往の研

究1）～4）では，相互連関の多くの事例が報告され，それ

と同時に将来の地震で予想される相互連関についても

言及している．この意味においては，都市化の進んだ

阪神地域における被害の相互連関がある程度予見され，

問題視されていたと言える．

　阪神・淡路大震災においては個々のシステムが全て

被害を受け，その被害規模は極めて大規模であった．こ

のため，過去の事例よりもはるかに深刻な相互連関が

！顕著に現れ，被害拡大や復旧の遅れなどの要因として，

　事態は一層悪化した．

　　兵庫県と大阪府などの9府県68市町村の水道施設

　は大きな被害を受けた．中でも，神戸市，西宮市や芦

　屋市などのほぼ全域で断水が発生した．震災直後の断

　水戸数は約130万戸に及んだ．

　　阪神間の水道システムの特徴は，4市（神戸市，尼崎

　市，西宮市，芦屋市）が淀川を水源とする阪神水道企業

　団からの受水に大きく依存していることである．各市

　の依存率は，神戸市が約75％，尼崎市が約75％，西宮

　市が約58％，芦屋市が約80％と高い．各水道事業者の

　施設被害のみならず，阪神水道企業団の浄水施設や送

　水施設はかなりの被害を受けた．同企業団からの送水

　は浄水場の被災や停電によって一時的に停止した．そ

　の結果，各市の断水解消過程は阪神水道企業団の送水

　低下の影響を強く受けた．水道の被害は事業者間に留

　まらず，広く影響波及した．各事業者の自助努力だけ

　では必ずしも解決できないため，相互連関による悪循

　環の防御の必要性が認識された．

　　阪神・淡路大震災により，水道は大きな被害を受け

　たが，その機能低下によって他の都市基盤施設にも少

　なからぬ影響を与えた．水は被災者の生命と生活を守

　るために欠かせない．従って，飲料水，医療用水や消

　火用水などの確保が必要になる，

　　本報告では，水道の被害が及ぼした影響について，

　種々の観点から検討を試みる．具体的には，都市ガス

　の復1日への影響，電力供給機能の低下による影響，下

　水道に及ぼした影響，医療機能への影響ならびに消火

　活動や廃棄物焼却施設に及ぼした影響を取り上げ，地
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域的かつ時系列的な分析と考察を試み，被害波及の相

互連関の問題を解明する、

2．困難を極めた都市ガスの復旧

（1）被害状況

　大阪ガスの製造所では，主要設備に被害の発生がな

く，操業を継続した．工業用水道配管や海水配管のフ

ランジ部から水が漏洩したが，軽微な被害だったため，

機能の喪失はなかった．

　中圧導管では106ヶ所で被害が生じた，その大半は

バルブ部継手ドレッサーやフランジなどの継手のゆる

みなどによるもので，軽微な被害であった。このため，

中圧供給を遮断せず，ゴム輪取り替えや増締め作業に

よる修繕を行うことができた，

　苅藻橋では，液状化によって護岸が側方移動したた

め，添架されていた中圧導管（架管）が偏平化したが，

漏洩はなかった．添架水道管3本は偏平化した。神戸大

橋付近の水道管（600A）は添架部で座屈・偏平化し，立

下り埋設部で破断の被害が生じたが，平行する2本の

中圧管（300A）には漏洩がなかった．六甲アイランド大

橋では上下2層の上層橋桁が落橋した．下層橋桁添架

の2本の中圧導管のうち1本に水道管が上から重なっ

たが，いずれの中圧導管ともに漏洩はなかった．また，

芦屋浜センタービルに近い宮川大橋では，液状化によっ

て橋台背面が沈下した．添架されている水道管は漏水

したが，中圧導管は漏洩しなかった．

　一方で，地震によって，多数の低圧導管は損傷を受

け，漏洩が発生した．低圧本支供内管の被害は，ガス

の供給停止地区で21，647ヶ所，供給継続地区で4，812ヶ

所に生じた，被害の大部分（25，487ヶ所）は鋼管のねじ

接合部に集中した．

　上述のように，低圧導管の被害は多数発生した．そ

の結果，供給継続による漏洩修繕は困難となり，2次災

害を防止するため，全供給区域を55分割しているミド

ルブロックのうち，5つのミドルブロックヘの供給を停

止した．また，3ヶ所の団地ではそこへのガス供給元の

中圧ガバナrを停止し，個別に供給が停止された．さ

らに，14ヶ所では，水道管とガス管が損傷を受け，水

道管からの漏水や地下水などがガス管内に流入し，供

給支障が発生したため，ガスの供給停止が個別に行わ

れた．

（2）　復旧作業の阻害要因とその対応

　復旧作業の障害としては四つほどが考えられる．復

旧作業を妨げた現象の一つ目は交通渋滞であり，その

影響は復旧現場への到着の遅れや修繕作業の遅れとし

て現れた．二つ目の放置車両や駐車の問題は掘削やバ

写真一1ガス管修繕中にガス管内から流出する差し水

ルブなどの操作への障害となった．三つ目の瓦礫やゴ

ミは，掘削への障害，バルブなどの操作への障害や処

理場への交通渋滞を起こした．四つ目としてはガス管

への水や土砂の流入が挙げられる（写真一1）・この影響

は，パージ・漏洩調査への障害，抽水や土砂除去作業に

現れた．量は少ないものの，差し水の影響はこれまで

の地震被害にも見られたことである．しかし，多くの

地域で大量の差し水が生じたのは初めての経験である．

　被害の甚大な地域での復旧作業効率を高めるため，

復旧隊の中に特別隊が組織された，この特別隊には，1）

ガス管の損傷箇所と差し水箇所を調査する管内カメラ

班，2）専門の装置を使って広範囲の抽水を実施する抽

水班，3）ガス管に浸入した土砂を排除する管内土砂排

除班，4）厚舗装割班や5）水道修繕などの専門班が含ま

れる．この特別隊の編成によって，差し水も除去でき，

修繕隊，復旧先行隊，復旧フォロー隊はスムーズに復

旧作業を行うことができた．特別隊には，1月20日～

1月31日の期間に87人（9班），2月1日～2月28日に

662人（88班），3月1日～3月31日に93人（185班）

が携わった．

　被害の甚大な地域では，至る所で，ガス管の継手部

分の亀裂や損傷箇所から，水や土砂が大量に流れ込ん

だ．ガス管の点検や修繕作業に入る前には，これらの

水や土砂を全て除去するという手間のかかる作業が必

要となる．このため，水抜き専門の車両が活用された

り，短時間で水を抜き取る専用装置HO2（27台）が投入

された．また，もともとは下水道の汚泥除去用に使わ

れていた「高圧洗浄装置」が管内の土砂を排除するの

に用いられた．

　大阪ガス開発の「支供管一括抽水装置（HO2）」5）（図一

1）は，導管内にたまった水や泥を。コンプレッサーと

エジェクター装置を活用した強力な空気圧で吸引する．

これを用いれば，ガス管内の泥水の排出や管内の洗浄

2【0
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　都市ガスの供給停止地域は復旧用セクターに分割さ

れ，222セクターで復旧作業が実施された．被害甚大地

域（気象庁発表の震度7地区を含むセクター）は，1）差

し水が多い地域A（51セクター）と2）差し水がないか

少ない地域B（36セクター）よりなる．震度6以下の被

害地域は，3）液状化発生地域C（35セクター），4）差し

水が多い地域D（44セクター），5）差し水がないか少な

い地域E（56セクター）である．なお，差し水が多い地

域とは10ヶ所以上で抽水したセクターを含む地域を意

味する．A～Eの地域における代表的なセクターの歩掛

かり（戸／班・日）は，おのおの，6．1，8．3，15．3，12．6，

40。5であった．これより，差し水の多い地域では，困

難な作業条件のため，修繕日数を要することがわかる．

などの仕事が一度にできる．基本的にはHO2で折損箇

所を特定することはできないが，今回の震災では，使

い方を工夫することにより，被害範囲を絞り込むこと

ができたようである．半径150m以内にある支管と供

給管をバルブの開閉だけで一括抽水でき，作業時閻は

約15分～20分と短い。2月9日の南部復旧フォロー隊

の現場では，1時閻で50A支管（約100m）と供給管20

本の排水を行い，2ヶ所の折損を発見している．このよ

うに，従来の手動式抽水ポンプに比べ，一回の作業効

率は大幅に向上した．

（3）　相互連携のあり方

　差し水は，前述したように，復旧歩掛かりに与える

影響が大きい，このため，大阪ガスでは，復旧活動開

始後ほぼ毎日にわたって，4市（神戸市，芦屋市，西宮

市，宝塚市）の水道事業者と復旧作業の日程の打合わせ

を行った．打合わせ内容は，復旧作業の完了地区，直近

の復旧作業め予定地区，競合地区の有無の確認よりな

る．各水道局から得た情報は，対策本部へ表示・周知す

ることにより，都市ガスの復旧作業計画に反映された．

停電エリアて一部停電エリアを含む）

1／177：30現在停電工リア

　　　　　約100万軒

　　　　　　　匪
1／18　8：00現在停奄工リア

　　　　　約40万軒
　　　　　　　匪
1／20　6二〇〇現在　停電工リア
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　　　　　　目
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／／
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　　　　　　　　湊川

一宮営業所管内

圃

西宮　　　　　　7：30迄に
　　！　　　　　　停電解消
　　　　／
　　　　　尼崎営業所管内

西宮営業所管内

明石 ／

図一2停電地域の時間推移
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　差し水の被害防止のためには，ガス管だけでなくイ

水道管も耐震性の高い埋設管にする必要がある．このた

めには，道路管理者の了解だけではなく，国，各省庁，

各事業者の関与や相互連携を求めなければならない．

　ガス管と水道管はともに地下埋設管である．従って，

作業員の中には両管の復旧を兼務する場合があったよ

うである．ガス導管の被害は，差し水の影響を受け，復

旧作業に支障をきたす．今後は，その復旧に当たり，阪

神・淡路大震災の経験を活かして，可能な範囲で工程

調整を行うなど，相互に協力して効率よく復旧作業を

行うことが肝要である。

3．　電力供給機能の停止

（1）　停鷺の状況

　電力設備は，火力発電所，変電所，送電設備，配電

設備のそれぞれに被害を生じた．関西電力が保有する

火力発電所21ヶ所のうち10ヶ所。変電所861ヶ所のう

ち50ヶ所，架空送電線1，065線路のうち23線路，地中

送電線1，217線路のうち102線路，配電線12，109回線

のうち649回線，通信設備4，048回線のうち76回線が

大きな被害を受けた．これらの被害は電力供給に支障

のなかったものも一部含むが，停電の主な原因となっ

た．なお，物理的な被害状況の詳細については文献6）

を参照のこと．

　関西電力の供給地域で，地震発生時には約260万軒

の供給支障が発生した．直ちに健全箇所から順次系統

切替送電が行われ，約1時間45分後（7時30分頃〉の

停電軒数は主に神戸市と西宮市などの約100万軒，同

日20時には約50万軒まで減少した。系統切替操作と

被害設備の復旧により，翌日の18日8時には神戸市西

区と北区でもほぼ復旧し，停電軒数は約40万軒までに

減少した．関係者のその後の復旧作業により，地震後6

日目に全域（家屋の焼失地域や倒壊地域を除く）におい

て応急送電が可能となった．

　地震発生直後の停電範囲，17日7時30分，18日

8時，20日6時の時点における供給支障地域の時間推

移（一部停電地域を除く）を示すと，図一2のようになる，

すなわち，停電地域は，17日7時30分には図におい

て3種類の凡例で示した地域であったが，18日8時に

は2種類の地域に，20日6時には1種類の地域に変化

した．地震直後には，淡路島北部，兵庫県西部から大

阪府の一部および京都府西部にかけての広範囲で停電

した．しかし，その後徐々に復電していった様子が図

より理解できる．

（2）　停電の影響

　電気は浄水場やポンプなどの運転に必要である．そ

こで，本節では，三つの水道システムを例として取り上

げ，停電が水道施設に及ぼした影響7〉について述べる．

a）　阪神水道企業団

　図一3には，阪神水道企業団の主な施設位置ととも

に，導水路，送水路，配水管の被害箇所を示す8）．6事

業所（大道取水ポンプ場，猪名川浄水場，尼崎浄水場，

甲東ポンプ場，西宮ポンプ場，甲山浄水場）の基幹施設

ならびに管路の106箇所で被害が生じた．

　地震発生と同時に，停電による影響を受け，6ヶ所

における浄水場とポンプ場の基幹施設の機能は停止し
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図一4神戸市の浄水場とポンプ場における復電時間

たが，猪名川浄水場の常用線ならびに予備線は停電を

免れた．大道取水ポンプ場では58分間，淀川取水ポン

プ場では29分間，尼崎浄水場では1分間，甲東ポンプ

場では59分間，西宮ポンプ場（特高圧受電）では67分

間，甲山浄水場では194分間停電した．淀川取水ポン

プ場と甲山浄水場は2系統受電であったが，その上位

変電所が被災したために停電した．

　停電により，猪名川浄水場を除いた基幹施設の導送

配水が停止した．そのため，復電に備えて，施設の総

点検と管路巡視が実施された．

　淀川系統のうち，淀川取水ポンプ場，淀川導水路，

尼崎浄水場，西宮ポンプ場，甲東ポンプ場，甲山浄水

場の状況は次のようである，

　淀川取水ポンプ場では，6時16分の復電後に導水

可能な状態になった。淀川導水路（1期線と2期線）の

ポンプは5時47分に停止し，6時16分に復電して，同

25分に自動運転で稼働したが，被災状況が不明のため，

停止操作が行われた，1期線の機能は，漏水多発のため

に，2月19日の復旧完了日まで停止した．2期線は16

時に試験通水された．淀川からの受水が停止したため，

尼崎浄水場の送配水ポンプは停止したが，すぐに復電

した．運転再開に当たって，施設の点検と調査が実施

された．西宮ポンプ場では地震と同時に停電し，ポン

プを停止した．場内の送配水管の漏水が多く，10日間

運用不能となり，一部地域への送水の影響が長引いた．

甲東ポンプ場では，導水ポンプ室の地下が浸水し，電

動機4台が水没したが，不良部品を取り替えることで

対応できた．甲山浄水場の停電時間は長かったため，発

電機によって浄水処理を継続した，しかし，受水停止と

なったため，甲東ポンプ場からの導水に合わせて，17

日の16時に運転が再開された．

　大道系統においては，停電による影響や施設の能力

の大幅な低下を生じなかった．大道導水路では17日の

6時44分に復電した後，7時22分から導水が開始され

た．甲東ポンプ場のポンプは停電で停止した．猪名川送

水路では，地震直後に送水が停止し，6時には代替ポン

プ2台によって運転されたが，停電の影響を受けた甲

東ポンプ場からの要請により，同20分に全台を停止し

た．その結果，甲東ポンプ場においては猪名川浄水場

から受水できなくなった．甲東ポンプ場の受水体制が

整った11時15分，猪名川浄水場では送水を再開した．

b）　神戸市の水道

　6kVと20kVの受電電圧を有する水道と工業用水道

の受配電設備（37ヶ所）の被害は，引込柱の傾斜，配電

盤の基礎ボルト損傷，変圧器の基礎ボルト損傷による

変圧器の移動，モールド式変圧器の高低圧分離スペー

サー部脱落，高低圧ケーブル保護管の損傷や特高圧遮

断器と断路器の動作不全によるものである．

　神戸市では，停電が発生してもすぐに断水に至ると

は考えていなかったため，浄水場の設備と送水ポンプ設

備駆動用として自家発電設備を設けていなかった．自

家発電設備は四つのポンプ場（杭内ポンプ場の湧水ポン

プや配水ポンプ揚水用に設置）と一つの管理センターに

ある．それらの停電時間は，おのおの，1．5，2，3，4，

7時間である．冷却水断水による動作不全のため，一つ

のポンプ場では次のような事態となった．すなわち，停

電発生後にこのポンプ場の自家発電設備は約1時間正

常に作動したが，冷却水断水のために停止した．

　6kVと20kV受電の浄水場とポンプ場（6kV受電

32ヶ所と20kV受電5ヶ所）の復電時間を図一4に示す・

同図には，各施設における停電日時と復電日時から復

電時間を計算し，1時間ごとの復電時間帯に対応した施

設数の頻度を描いている．

　北野ポンプ場では，その周辺地域の損壊が大きかっ

たため，復電までにまる1日を要した．関西電力の変

電所の被害のため，高取ポンプ場の復電時間は約2日

半と長い．37ヶ所のうち，16ヶ所では予備回線受電装

置を有していた．上ヶ原浄水場では，地震発生とほぼ
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表一1明石市における地震直後の浄水場と配水の状況

伊　川　谷　浄　水　場 明　石　川　浄　水　場 鳥　羽　浄　　水　場 魚　住　浄　　水　場

停電時問 3時間34分 2時間44分 3時間14分 瞬　　　間

受電一
時闇帯 5346～9二20 5二46～8：30 5：46～9＝00

停止時間 4時間24分 1時間14分 6時間14分 停止せず

時間帯 5＝46～10：10 5：46～7：00 5：46～12：00
水処理一

次亜取合配管が破断したため。 次亜取合配管が破断したため。 次亜、PACの取合配管が破断し 次亜嵐1貯槽の取合配管が破断

要　　因 たため。　（次亜タンク1基 したが、晦2貯槽が助かったた
破損） め。

停止時間 3時闇34分 配水池が場内にあるため 34分 停止せず

送水 時間帯 5＝46～9；20 送水施設はなし。 5：46～6＝20

再開後 9：20～10：10間は、浄 6　＝2　0～L2　：0　0間‘ま、　浄

水池貯留水（700ゴ）を送水 水池貯留水（1，000ゴ）を送水

（東部配水場） （場内配水池） （中部配水場） （場内配水池）

①　ポンブ配水を手動に切り替 ①配水ポンプ停止24分 ①　7：正O減圧弁で通常2．1 ①圧力による運転制御は不可
え各系1台運転とした。 （5：46～6d　O） ㎏f／面を1．3㎏f／dに減圧。 状態となったので、原水量、配

②　自然配水を出口弁で15％ ②　6：10－7：00は、配 ②　高区配水については出ロ弁 水池水位を見ながら手動運転で

配　水 状　況 に絞る。 水池（1L700㎡）の貯留水で を通常水量レベルで絞る。 続行。（貯留水8，500げ）

③配水量を通常の60％程度 配水。 ③送水停止時は配水場貯留水 （西部配水場）

に絞る。 ③　ポンプ圧を通常の約60％ （25，520雌）で配水続行。 ①県水は通常どおり受水。

④送氷停止時は配水場貯留水 程度に減圧。　　／ ②配水量を通常の40％程度に
（13，300㎡）で配水続行。

2 、絞る・（貯留水1鼠500試）

同時に2回線ともに停電となった．予備回線は5分後

に復電したが，常用回線の復電には約4日半を要した・

図一4よりわかるように，大部分の浄水場とポンプ場で

は半日以内で復電している。4時間以内に復電した施設

数は全体の約6割である．

c）　明石市の水道

　取水施設では，伊川谷系第11水源井受電用トラン

スが柱上で傾いて，オイルが漏れ，落下の恐れが生じ

たため，井戸の運転が不能となった．トランスは，ト

ラッククレーンで地上に降ろされた後に点検され，オ

イルを補充した上で，所定の位置に戻された，

　浄水施設の被害と応急復旧の状況は次のようである，

　伊川谷浄水場の沈殿池運転用のケーブルが地中で3ヶ

所破損し，絶縁不良となった．このため，沈殿池の運

転が不能となった．3月21日には別電源から仮設ケー

ブルが引かれ，運転を継続した．本復旧では，新たに

ルートが選定され，ケーブルが布設された．明石川浄

水場では，中央操作室と電気室のガラスが破損し，計

装機器に支障をきたす恐れが生じた。窓枠は使用でき

る状態だったため，ガラスのみが取り替えられた，鳥

羽浄水場の受電設備では，ダブルスロー（買電と自家発

電の切替器）が損傷した．そのため，手動で強制的に投

入して運転を継続したが，スイッチは作動不可状態と

なった．余震によって停電が起これば，自家発電の運

転が不能となる恐れがあったので，緊急発注され，ダ

ブルスローが取り替えられた．

　配水施設では，明石川浄水場の配水ポンプ盤用絶縁

碍子が破損し，漏電の危険性が生じた．配水ポンプ盤

に支障が生じると，ポンプが停止して断水する非常事

態となるため，緊急に取り替えられた．

　表一1は，地震直後における浄水場の被災状況と配水

状況を示したものである．魚住浄水場では停電による

影響はなかったが，西部配水場の配水量は制御された・

同表より，停電時間，水処理停止の時間と要因，送水

の停止時間，再開後の送水量が読み取れる．震災に伴

う緊急対応のため，配水量が調整された。

　以上のことから，各水道システムは停電によって一

時的にポンプ停止などの影響を受けたものの，復電後

においても送配水系統の漏水などの被害により送水の

停止や制限が実施されており，停電による影響は少な

かったと言える．

（3）　断水の影響

　断水のため，飲料水，トイレの水や生活用水の確保

に苦労する中，電力設備の被害復旧が進んだ．関西電

力神戸支店ビルのある神戸市中央区は全域が断水状況

にあり，ビルの貯水槽も破損した．この神戸支店では，

地震直後に上下水道の使用不能が判明し，神戸市の給

水車によって給水（1月20日，21日，23日）を受け，20

日に水道が復旧しても，建屋内の配管が破損したため，

水を使用できなった．1月21日には，給水引込線をビ

ニール管で仮接続し，受水体制を確立した．23日と24
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日には受水槽に水供給が実苑され，24日には本復旧と

なった．

　地震によって電力設備に直接的な被害がなくても，

断水に伴う機能停止の事態が発生した．その例6）を以下

に示す．

　尼崎東発電所では，尼崎市内における水道配管の損

傷により，工業用水道と水道がともに断水し，運転時

間に制約が生じた．そのため，排煙脱硫装置の運転が

不可能となり，その長期化が懸念された．貯水量を有

効に活用するように，工業用水道の使用量の多いこの

装置を停止した．代替燃料として，超低硫黄重油の緊

急調達（20日と24日）が実施された．また，工業用水

道の輸送船が緊急手配され，1月25日から2月14日

にかけて延べ2，400tonの工業用水道が受け入れられた，

このようにして発電所の断水対策がとられた．

　鳴尾情報処理センターでは，断水のため，計算機用

冷却水が不足した．このため，1月24日から2月4日

にかけて冷却水（170ton）が購入され，復旧した．

（4）　自家発電装置の問題　　　　　　　　　　　　　！

　電力設備（受変電設備，非常用自家発電設備や動力

設備など）の被害原因は大別して二つある．その一つは

設計・施工の不具合によるもので，他は建築物や空調

衛生設備の被災による2次的被害である。外壁損傷な

どで地下水が噴出したり，停電で地下水の排水ポンプ

が停止して，受変電設備の電気室浸水の例が見られた．

また，同様な原因で，動力設備の地階設置動力制御盤

も浸水した．

　自家用発電設備の被害状況と稼動状況は，アンケー

ト調査（695台対象）によって，次のようにわかってい
る9）。

　上下水道施設のポンプ場などに設置されている695

台の非常用発電設備のうち，77台（全体の1L1％）は防

災用以外の設備である．695台のうち，始動できなかっ

たものは63台であった．被害としては，冷却水配管破

損，高架水槽転倒，断水ならびに冷却水配管破損によ

る冷却水断水でのトリップを生じた．このような被害

原因が不始動の理由となったものの割合は12．7％（8台）

である，始動はしたが，断水によって異常停止したの

は，632台中16台（2。5％）であった，この16台は全て

水冷式と放水式のディーゼルよりなる．

　自家発電装置では，1）断水が原因となった放水冷却

式装置の停止，2）冷却水系統のラジエータ部での水漏

れ，3）冷却水配管の破損，4）燃料移送ポンプの浸水な

どの被害が目立った．しかし，冷却水補給の不要なラ

ジエータ式の自家発電装置では，断水による影響がな

いため，燃料がなくなるまで問題なく運転ができた．

　以上よりわかるように，2次的な被害，すなわちス

プリンクラーの誤動作による放水，給水管の破断によ

る漏水などの配電盤の被害や動力盤などの冠水被災を

事前に予測することは難しい．従って，今後は，早期

に復旧できる方策を考えたり，構造設計を行うことが

望まれる．

4．下水道への影響

（1）　下水道もライフライン

　　下水道は水道のように被圧状態で流下するわけでは

ない，その下水道の処理場と管渠は大きな被害を受け

た，容易に漏水を発見できないことなどの理由で，復

旧は遅れた。

　水道やエネルギー（電気，ガス）の供給遮断は被災

者を苦しめた，日が経つにつれて，このような供給シ

ステムだけでなく，生活の処理システムである下水道

の破壊が次第に問題になってきた．これまで平常時に

下水道の重要性があまり意識されることはなかったが，

水道やガスとは性質を異にする下水道システムも，都

市生活に不可欠なライフラインの一つである．

　今回の地震では，排水設備（一部公設ますを含む），

排水設備と下水管を結ぷ取り付け管，枝線におけるマ

ンホール，管渠の接続部の被害が多かった．住民苦情

の大部分はこの排水設備関係の被害であった．その他，

継手からの土砂流入，下水管の閉塞や下水管自体の破

損が見られた．家庭排水設備と終末処理場という下水

道システムの両端に大きな被害が生じた．幹線での大

きな被害としては，地下鉄の陥没に関連したものや圧

送水の水管橋落下などが挙げられる。雨水幹線の被害

は汚水幹線のものよりも多かった』

　下水道被害で特徴的なのは機能低下した処理場の出

現である．特に深刻だったのは，神戸市の汚水全体の

30％を受けもつ東灘処理場の被害だった。北岸が運河

に接する同処理場は，岸壁が運河側に数mずれ，地盤

沈下で地下のコンクリート製導水管渠が4ヶ所で破断し

た．対岸のポンプ場から汚水を運ぷ管も切断され，沈

澱池も破損した．このため，汚水を貯留できず，処理

機能が壊滅して，100余日，運転が止まった，この間，

運河が沈澱池代わりとなった．

　公道部分の雨水管渠・汚水管や取り付け管（公共下

水道）は自治体が管理する．一方，宅地部分の排水設備

（汚水ますやトラップますなど）は家庭や事業所などに

管理義務がある．汚水管や汚水ますなどの排水設備が

壊れたら，トイレは使えない．路上への汚水流出は少

なかったが，汚水は宅地内に溢水した．公道下の下水

管が修理されても，排水設備の破損のため，汚水が逆

流した。これは，水道と下水道が一体的な復旧をせず，

水道の復旧が先行したことによる．地震後，トイレに
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図一5処理場（ポートアイランド、西部）における下水量

　　の変化

不便したことで，下水道の大切さが再認識された．

　前述のように，水道の供給停止と復旧は下水道の機

能に波及した．地震後4日間水道が断水中にも係らず，！

豊中市の庄内処理場では処理能力の倍近い流入水があっ

た．一方で，神戸市西部処理場においては，2系列の処

理施設のうちの一つが処理停止となったが，断水のた

めに流入下水量が少なく，残りの系列で通常に処理で

きた．

（2）　水道被害の波及

　ここでは，断水が下水道の機能に及ぼした影響に関

し，神戸市下水道局のデータ10）を基にした定量的な考

察を試みる．なお，以下の図において，横軸には地震

発生当日の1月17日を時間の原点として地震後からの

経過日数を示す．

　図一5は神戸市のポートアイランド（PI）処理場と西

部処理場における下水量の変化である。PI処理場の放

流量は流入量にほぼ等しいと仮定した．第1ポンプ場

は1月26日に，第2ポンプ場は1月19日に，第3ポ
ンプ場は2月7日に機能が回復した11）、

　ポートアイランドでは橋梁添架の送水管が破損した

ため，地震直後から完全に断水した．病院などの一部

では2月初旬に通水されたが，ほとんどの地域は2月

中旬まで断水の状態にあった．図一5からわかるように，

PIの下水量は地震後5日目にほぼ最低になり，その状

態は2月中旬まで続いた．ポートアィランドでは多く

の高層建築物において受水槽の水が数日間使用できた

ことと，プールなどの貯水を用いて水洗トイレを維持

できたことにより，地震後5日間程度における下水量

の低下傾向はゆるやかである．ポートアイランド内の

三つのポンプ場は，管渠からの泥水流によって水没し，

機能を停止したが，いずれも，水道が復旧する前に機

能を回復したため，水道からの流入水による機能停止

の影響は発生しなかった．

　西部処理場では，第2系列のみが運転状態になり，

全体の処理磯能が20％に低下した．1月24日には第1

系列の一部が運転可能になったため，50％の処理機能

が確保された．処理機能は2月7日に60％，3月3日

に70％，3月7日に100％に回復した11）．この処理機

能（図中の細線）と2つの系列の処理水量の合計値（破

線）を比較すると，処理場の機能回復量は汚水の回復量

をほぼ上回っているので，機能低下の影響が下水処理

に及ぶことはほとんどなかったと言える．

　排水管の破損やトイレのつまりに伴う排水設備の修

繕件数（文献11）に示されている修理受付件数の月末

データから算定したもの）を5月31日時点の修繕受付

件数（14，464件）で割って修繕率を求めると，図一6の曲

線（●印）となる・このデータと比較するため，水道の

通水率と漏水修繕率を1月，2月，3月の月末ごとにプ

ロットした．なお，この修繕率は，道路上と宅地内に

おける水道の修繕数を，通水率がほぼ100％になった3

月31日における値（64，613件）で割って求めたもので

ある．

　下水道の修繕率は水道のそれを下回っている．その

理由としては、水道が復旧して初めて下水道の被害に

気がっいたことが考えられる。また，下水道工事の公

認業者は水道の工事も取り扱っており，水道の復旧を

優先したことも一因である。これらの理由により，水

道が復旧しても，トイレが使えないなどの問題が生じ

たのである，上下水道の修繕率が同一地域で同程度に

進むことが理想的であり，正常な水循環を回復してい

く上では望ましい。

　図・7には，宝塚市における汚水量，配水量，断水率，

ガスの供給率を示す，宝塚市では公共下水道の流量を
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15地点で定期的に測定している10）．ここでは，このデー

タを基にして汚水量（2月中旬まで）を算定した。

　地震直後は生活用水などの使用が減ったので，汚水

量は減少している．一方，配水量10）は地震前よりも増

加している．この原因としては配水管の破損による漏

水が考えられる．宝塚市の雨水管の大部分は従前から

の水路などを利用した開水路である。護岸の崩壊など

もあったが，ほぼ流下能力を維持できた．このため，漏

水は汚水管に流入せず，雨水管を通って排除されたも

のと考えられる．

　断水率の低下に伴い，汚水量は漸増しており，逆に

配水量は減少する傾向にある。断水の解消後，ガスの

供給率の増加は汚水量の増加に関係しているように見

受けられる．これは給湯器やガス風呂などの再使用に

よるものと考えられる．このように，汚水の発生は水

道の復旧だけでなく，ガスの供給状況にも依存した．ち

なみに，ガスの復旧完了日は3月25日である．

　図一8は・宝塚市の代表的な汚水幹線（宝塚幹線と中

山安倉幹線）における時間汚水量の変化10）を示したも

のである。地震前（1月10日），汚水量は，午前9時と

午後10時頃にピークをもつ典型的な水道使用パターン

に対応した変化となっている．

　地震直後から，宝塚汚水幹線区域のほとんどでは，

断水し，ガス供給も停止した．1月17日のデータによ

ると，汚水の増加が昼間にやや見られるが，18日には

通常の水使用パターンを示していない・図一8（a）より，

17日には受水槽などで蓄えられた水が使用可能であっ

たが，その1日後にはそれも不可能であったことが伺

える．時間の経過とともにこの区域の断水は徐々に解

消され，26日には完全に通水した．その結果，24日さ

らには31日において，午前中における汚水量のピーク

が顕著に見られるようになった．

　23日までは病院やホテルの公共施設を除いて，都市

ガスの供給は停止した状況にあった（図一7参照）．24日
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図一8宝塚市における時間汚水量の変化

25

にはまだ10％の復旧にも満たず，31日になって25．2％に

回復した．ガスの供給再開によって風呂が使用され始

めたため，図・8（a）のように，24日には夜間汚水量が

それほど増えていないが，31日の夜間汚水量は増加し，

そのピークの存在がやや見え始めるようになった．

　一方，中山安倉幹線地区では地震当日もほとんど通

水状態にあり，ガスの供給停止は地区内の一部に限定

された．従って，図一8（b）に見られるように，地震後も

汚水量の大幅な減少は見られない。通常時（1月10日）

と比べ，地震当日の午後や翌日の早朝と午後の汚水量

は増えたが，午前9時と午後10時頃に見られたピーク

値は低く抑えられる一方，最小値は増大している．こ

のようなパターンを示すのは非日常的生活を余儀なく

されたためと推察される．

　次に，3市（神戸，尼崎芦屋）の下水処理場におけ

る機能低下が放流水に与えた影響について水道の断水

との関係で検討する．なお，神戸市の中部および西部

処理場では一部処理機能が低下したが，流入してきた

下水量を全て二次処理できたようなので11），神戸市に

おいては東灘処理場を主に対象した．
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図一9．被災した処理場からの放流汚濁負荷量の試算結果

　　（神戸市、尼崎市、芦屋市）

　3月始めまで降雨がほとんどなかったので，処理場

に流入した下水量を水道の断水率より求め，放流汚濁

負荷量の変化を試算することにした．実際の下水量に

は水道からの供給以外に，地下水や漏水による不明水

も加わることが考えられるが，それらの量を予測する

ことは不可能なので，ここではこの不明水を無視する

ことにした．放流汚濁負荷量の試算式は次式によった．

　　下水処理人口×（1一断水率）×放流水質
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　　　下水処理人口×通常時の放流水質

上式における分子は地震後の上下水道施設の機能低下

時における下水処理場からの放流汚濁負荷量を，分母

は通常時のものを示している．ただし，前述のように

下水量を正確に予測することは難しいので，試算式で

は下水量の代わりに下水処理人口を用いた．下水道法

施行令による放流水の水質の技術上の基準12）は，通常

の高級処理ではBODを20mg／1以下に，簡易処理では

60mg／1以下に，殺菌処理のみでは120mg／1以下に規定

している，そこで，ここでは，通常の高級処理に比し，

簡易処理と殺菌処理の放流水質をおのおの3倍と6倍

に仮定した．その結果，断水率の時系列変化に対し，各

市の放流汚濁負荷量の通常時に対する比は図一9のよう

に求められる．図中に示す合計放流負荷とは3市の放

流汚濁負荷量の合計値を意味する，

　東灘処理場の放流汚濁負荷量は，神戸市の断水率が

低下するに従い，通常のそれの4倍まで漸増している．

運河を使った仮設沈澱池による処理が2月7日（地震後

21日）に開始されると，それは2倍程度にまで低下す

る．神戸市の全処理場に対する合計放流負荷を見ると，

ピーク時には通常の約2．5倍に達したが，2月7日以降

には約1～2倍に変化した．芦屋処理場では地震直後に

処理が全く行えない状況にあったが，1月30日（地震

後13臼）までに仮復旧を終えたので，放流汚濁負荷量

は通常の値を超えることがなかった．これは水道復旧

との兼合いがうまくいった例と言える．

　今回の地震は冬場に起こった．夏季の災害を考える

と，被災地に与える環境面の影響は深刻なものになる

に違いない．断水は，水洗トイレの機能停止を起こす

とともに，健康管理面にも影響した．今後はこのよう

な相互連鎖の解決も重要なテーマになるであろう．

5．　医療機関の被害と機能への影響

　医療機関は心身の弱者を治療・看護する施設である．

災害時には，施設に入院中の患者だけでなく，被災者

が次々と運ばれてくる．こうした状況下で，電気・ガ

ス・水など，病院のライフラインが寸断されると，医

療機関はその機能を失う．

　災害によるライフラインの途絶，医療用資器材など

の供給と被災者の対策に関する報告はこれまで必ずし

も多くなかった．その中で，大阪府下の全病院と兵庫

県下の200床以上の病院に対して，鵜飼・甲斐・太田

は「大規模災害に対する備え」に関するアンケート調

査をしている13）．265通の回答のうち，飲料水の備蓄

は69．8％の，専用井戸は7％の病院が備えていたが，ラ

イフラインの途絶に対して，エレベータ，滅菌蒙置，コ

ンピュータ，揚水ポンプや厨房機器全部が完全に作動す

る病院は全体の13％にすぎないことがわかった．この

ように，災害準備体制は極めて不十分であった．こう

した中で，阪神・淡路大震災が起こったのである．

（1）　医療施設における機能破壊

　兵庫県保健環境部では，阪神・淡路大震災に伴う

医療概関（被災10市10町内の病院と診療所）の被害

や防災に対する備えなどに関して，アンケート調査を

している14）。回収数（率）は病院182（8L3％），診療所

1，845（6L5％）である．

　調査によれば，自家用発電装置，水の備蓄タンク，医

薬品，患者の食料，消防本部などとのホットライン，地

下水，LPガスの備蓄タンクについて，それぞれ，74．6％，

46．7％，33．7％，29．3％，24．7％，17．8％，9．9％の病院が

地震発生前に設置・備蓄・確保していたようである．鵜

飼ら13）とほぼ調和した結果が得られている．

　施設や設備に損失がなかったか，軽微な補修が必要な

病院は全体の38．9％であり，大半の病院では何らかの損

傷を受けていた．被災による影響を受けた設備には，被，

災率の高い順に，MRI（被災率70％），給水管（56・7％），

エレベータ（40。9％），人工透析装置（37％），高架水槽

（36・5％）や受水槽（30．9％）がある．自家発電装置と通

信設備（コンピュータを含む）の被災率は，おのおの，

20．0％と19．6％である．ライフライン施設の中でも，水
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に係わる給水施設の損傷が月立っていることがわかる．

　　震災当日に対応できた診療機能の割合は，手術が

43．1％，人工透析が47．1％，全診療部門が43。5％などで

ある．水などのライフラインの途絶によって，対応で

きなかったことがわかる．事実，診療機能を低下させ

た原因の第1は，水道の供給不能すなわち断水（120病

院，73．6％の回答）であった．続いて，電話回線の不通

および混乱が98病院（60・1％），ガスの供給不能が88病

院（54％），医療従事者の不足が72病院（44．2％），施設・

設備の損壊が68病院（4L7％〉，電力供給不能が54病

院（33．1％）である．

　　医療活動には大量の水が必要であり，人工呼吸器，

人工透析装置や消毒装置には一定水圧の給水が欠かせ

ない．高架水槽や受水槽は備えられてはいたが，前述

の如く，それらの被災は著しく，備蓄していた貯水槽の

水も有効に使えなかった．地下水などの自己水源も少

なかった，水の断絶で医療活動は麻痺し，水がないた

めに応急処置や手術ができなかった．断水のため透析

治療ができず，亡くなった重症患者もいた．まさに断

水は生死をわける一因となった、　　　　　　　　！

　水の確保と要請は，回答した140病院のうち，101

病院（72・1％）が市町に対して実施している．以下，県へ

は32病院（22。9％），民間協力企業へは32病院（22，9％）

が協力要請を行った・自己水源（地下水・備蓄タンク）

で対応した病院は29（20・7％）にすぎない・医療機関の

運営に必要な最低限の水さえ確保できなかったのは2

病院（L4％）である．これより，用水の確保と多様な給

水装置の配置がいかに重要かが認識されるが，今後の

対応に当たって水の確保はほとんどの病院（121病院，

87．1％）で計画されていない，震災後に水の備蓄タンク

を配備したのは3病院（2．2％），配備中なのは15病院

（10。8％）にすぎない。

　診療所の防災対策や被害状況は，病院に比べると，

さらによくない，水の備蓄タンクを有していたのは回

答した1，806診療所のうち185診療所（102％），地下

水の確保は1，819診療所のうち108（5．9％）にすぎない．

709診療所の被害設備は，単純X線装置（64・5％），給水

管（33，4％），通信設備（24．9％），受水槽（14．9％），エレ

ベータ（14．4％）や高架水槽（1L8％）である．ライフラ

インの中でも，水道の供給不能は診療機能を低下させ

た主原因（74，4％）である。ガス，電話や電気の影響は，

おのおの，51．8％，47．9％，37．8％であった．病院に比

し，診療所では，必要最低限の水の確保ができなかっ

た診療所が多く（回答した1，206診療所のうち13。8％），

自己水源で対応したのは16の診療所（13．8％）にすぎな

かった．

　電気，電話，水道，ガスが被災した病院数は，それ

ぞれ，167，167，158，143である．診療所における各
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図一10ライフラインなどの回復状況14）

ライフラインの被害数は，1，363，1，120，1，100，726で

ある．これら被災医療機関における電気，電話，水，ガ

ス，医薬品，非常食や給食の回復状況を震災後1週間

について見ると，図一10のようになる，復電は比較的早

いものの，水とガスの回復が遅れている．このため，医

療機能の復帰にはかなりの時間を要することになった．

なお，震災直後の被災率は水道よりもガスの方が低い

が，復旧の進捗状況は水道の方がよい．これは，病院

では中圧ガスが使用されていたり，プロパンガスが使

われたことに起因しているものと考えられる．

　ライフラインの確保はまさに病院の生命線である．

阪神・淡路大震災では，建物に被害がなかった病院で

も，高架水槽や受水槽などの給水施設が損傷した。これ

により，給食機能が麻痺したり，院内が水浸しになり，

検査・治療に支障をきたした．また，断水が病院の機

能に大きく影響した．防災体制を強化する上で，給水

施設の補強は今後の大きな柱にならなければならない．

（2）　病院の被害とその対応事例

　建物自体には診療が中断してしまうような問題は多

くなかったが，現実には多くの医療機関でその機能が

麻痺した．それは既に指摘したように，ライフライン

21g
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図一12出火点の地域別分布18）

の破壊や建築設備の損傷によって，水やエネルギーを

確保できなかったからである．なお，給水や水道など

の状況を含めたライフラインの影響に関し，個々の被

災病院を対象にした聞き取り調査やアンケート調査に

ついては文献15）や16）に詳しい。

　ここでは，1994年5月1日にリニューアル建築さ
れた比較的新しい神鋼病院の被災状況17）を示す．なお，

この地区は今回の地震で最もひどい被害を受けた一つ

である．周辺の神戸製鋼関連のビルの多くは倒壊した

が，病院の被害は最小限に留まった．

　地震直後，神戸市の水道は断水した．また，停電に

伴い，上水と雑用水ポンプは運転を停止した．これに

より，大量に水を使用する透折・中央材料部などは機能

しなかった．

　給排水衛生設備（図r11）のうち，1階から6階の建

物内外の給水・排水管や井水管の多くが切断・破損し

た．上水高架水槽は天井パネルの陥没・側板パネルの

破損，雑水高架水槽はマンホールパネルの破損・内部

支柱の脱落・側板パネルの亀裂を生じた．ともに大破

の状態であり，水槽より漏水した．配管トレンチ内で

も漏水が見られ，その水は防火水槽に流れ，満水状態

になった。単独二槽型の上水受水槽には約80％の上水

が残った．この水は，給水車がくるまで，飲料水とし

て使われた．

　神鋼病院では，水道は飲料用・手洗い・医療機器の

洗浄に，井戸水はトイレ洗浄・散水・冷却塔補給水・消

防用水に使っていた．揚水ポンプと配管の損傷が軽微

だったため，1月18日15時52分に井戸水が使われだ

した．これで，衛生面の確保，医療機器と吸引装置の

冷却水として市水から井水への切替，消防用水や清掃

用水の確保が容易となった．

　地下排水管の漏水については応急処置がされなかっ

た．地中井水管の破損も考えられたため，井水ポンプ

を停止し，雑水受水槽への補給は市水へ切換えられた．

　1月20日には高架水槽の仮配管が完了し，同日15

時46分には受水を開始した。給水設備のうち，2月18

日に配管系が1次修復し，3月6日には給湯を開始し

た．上水高架水槽は4月16日，井水高架水槽は4月27

日に正常状態に回復した．

6．消火活動への影響

（1）地震火災

　図一12は兵庫県下における出火点の地域別分布状況
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（地震発生から1月19日まで）18）を示したものである・

　　　　　　　　　　で小規模のうちに消火されたものを含めると，火災は震

度7地帯を中心にほぼ均一に発生したことがわかる．

　地震発生後時間が経過した後も，火災は同時に多発

した，大規模な延焼火災が数多く発生し，それはゆっく

りと拡大していった．飛火火災や再燃火災も発生した．

耐火造からの出火や延焼もあった．強震動を受けたこ

とにより，消防設備などが損壊した他，種々の消火活

動の障害がでたため，市民の消火活動が広範囲に見ら

れた．

　火災原因の調査と分析がいくつか試みられてきてい

る18）砲1）．それによると，電気やガスの被災と応急復

旧の影響が指摘されている．例えば，室崎の結果19）に

よれば，次のようである．7市182件の火災（1月17

日～19日）のうち，50．5％の火災は地震直後の1時間

以内に集中した．84件の出火原因（ヒァリング調査）は

38．6％が電気関係，18．1％がガス関係，10．8％が電気と

ガスに係わっている．神戸市内で30棟以上が焼失した

22件の出火原因は，電気が2件，石油ストーブまたは

ガスが5件，不明が15件である，22件のうち，地震

直後の火災が大部分（16件）で，4件が6時30分から

7時30分までに，2件が午後（14時30分と17時）に
起こったとしている20）．

　神戸市消防局の調査21）によれば，地震発生後から1

月27日5時45分までの市内火災は175件である，火

災の発生日は17日が109件と最も多く，18日が14件，

19日が15件，20日以降が3～8件／日である，17日6
時までの建物火災数は57件で，そのうち，1万血2以上

焼失した火災は10件，1，000m2以上では29件である．

出火原因が判明した81件の内訳は，電気44件，ガス

ストーブ2件，ガスコンロ3件，石油ストーブ5件，都

市ガス（他の出火原因と重複するものを含む）6件など

よりなる。電気に関係した火災数は，電気設備・器具

類24件，家電製品などの電源コード11件，屋内配線

9件である．

　一方，震災によって，関西電力の電力設備は多大な

被害を受けた．その結果，神戸市内に電力を供給する

3つの基幹変電所（神戸，新神戸，西神戸）は，図一2に

見られるように，地震発生と同時に停電した．その後，

神戸市内に送電を再開したのは，17日8時2分の神戸

変電所が最初であった6）．従って，この下位につながる

いくつかの変電所での受電は早くとも8時2分以降に

なる．同時刻に受電した湊川変電所（神戸市長田区への

電力供給を行う）はその中の一例である．

　文献20）で指摘された30棟以上の大規模火災22件

のうち，電気が原因とされている2件の出火時刻は7

時と7時30分である．従って，上記の理由により，指

摘された22件の火災は送電とは無関係であると判断で

きる・同様に・神戸市消防局発表の29件の大火は．神

戸市内の変電所の最も早い復旧時刻が8時2分である

から・電気とは関係のない火災である．

　神戸市消防局によれば電気火災数は44件である

が・火災発生日時と当該地域への送電時刻を比較した

結果・44件のうち14件は火災発生日時に未送電であ

ることがわかった・また・残りの30件の中でも，送電

後2時間以上経過して出火したものが20件ある．これ

らは，送電の再開が火災の原因とは考えにくいもので

あると判断できる．

　電気火災の被害規模は半数以上が小火である。電気

火災の原因は，電気器具の転倒・損傷，配線の損傷，こ

れら損傷とガス漏れとの複合にある．送電直後（30分

以内）の出火5件は，そのうち4件が電熱機器で，残り

1件が蛍光灯火花で漏れたガスに引火したものである．

　以上の結果，電気やガスに関係した出火は，各機関

から発表された数に比し，それほど多くないことがわ

かる，そうは言っても，今後は種々の方法によって事故

防止対策に努める必要があろう．

（2）　消防水利

　今回の地震では，消防活動に大きな障害が各所で発

生したため，火災の拡大を早期に制圧することができ

なかった．その最大の原因は水利不足にある．地震に

よって消火栓が損壊し，全く機能しなかった．水道管の

被災で断水したことに加えて，防火水槽の破損漏水や

建物倒壊による交通障害ならびに道路陥没などの事情

悪化により，消火活動は困難を極めた．こうした中で，

海や河川あるいはプールなどからの中継送水に頼らざ

るを得なかった．

　破壊した管路からの漏水は非常に多かった．そのた

め，水圧を上げて漏水箇所を見つけることは容易では

なかった．漏水箇所は，配水幹線から準幹線および枝

線へと順次水密性を確保する方法で発見せざるを得な

かった．阪神地域の水道は阪神水道企業団からの受水

に依存している．給水を受けもつ阪神水道企業団も被

災したため，当初の送水量は極めて不十分であった．こ

のことも，漏水箇所の発見を困難にした一つの要因で

ある．

　神戸市水道局では，緊急時に飲料水と消火用水の双

方を確保するため，21ヶ所の配水池に緊急遮断弁システ

ムを設置していた．二つの配水槽をもつ2池式のうち一

つは，感知した地震動と流出水の状況から，緊急遮断弁

が自動的に閉じるようになっていた．今回の地震では，

18ヶ所の配水池で緊急遮断装置が作動して42，268m3の

水が確保され，応急給水の水源として役立った7）．しか

し，緊急遮断弁のない配水池（データ不明2ヶ所を除く

79ヶ所）では，被災管路からの漏水が激しかったことと
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水源からの送水が一時的に停止したため，7ヶ所で1時
　　　　　　　　　　　ン間以内に，30ヶ所で6時閏以上経って全ての貯留水が

失われた。その結果，2池式配水槽システムは消火用水

を確保できず，地震当日から翌日にかけて発生した延

焼火災の消防水利として機能しなかった．

　　神戸市内には消防水利施設が28，229基設置されて

いた22）．そのうち，公設消火栓は23，595基（83。4％）で

ある．私設消火栓は767基，公設防火水槽は968基，私

設防火水槽は335基，指定水利は131，その他の水利

は2，503である．耐震性の防火水槽は629基である．

　非耐震の防火水槽の一部は，今回の地震によって躯

体または採水管が損傷を受け，減水や吸水不能となっ

た．また，一部の地域を除いて，ほとんどの消火栓は被

害を受けたり，無被害でも水圧・水量不足によって使用

できない状態にあった・能島・亀田は，文献23）におい

て，検討の対象とした33件の消火栓のうち，使用可能

だったのはわずか4件と報告している。このため，貯

水槽，防火水槽の水を利用せざるを得なかったが，水

はすぐに使い果たされた．火勢が非常に強いので，消

防隊は，プールや河川などの水利によって火災防御活

動に努めたが，水が絶対的に不足したため，海水を利

用した消防体制が採用された．

　次に，西宮市消防局の消防活動の事例22）を示すと，

次のようになる，

　西宮市では，地震発生から6分後の5時52分から

7時までの間に22件の火災が発生した．17日は34件，

18日は4件，19日は3件，火災の発生数は3日間で計

41件である．水道は16万3，800世帯で断水し，2月28

日に応急復旧が完了した．また，市内に637ヶ所ある危

険物施設は，防火塀の倒壊・亀裂47件，建物自体の倒

壊・傾斜40件，配管の切断・破損40件など，205ヶ所

で何らかの被害があった．

　消防水利としては，消火栓3，826基，防火水槽927

基，井戸51基，プール88基，受水槽36基ならびにマ

ンホール1基があった．自然水利としては，溝水池，河

川や海が考えられていた．その消防水利の被害として

は，防火水槽が27基，井戸が8基あった．

　消火栓は，地震発生とほぼ同時に，一部の地域を除

いてほとんどが断水したため，使用不能状態となった．

このため，防火水槽が29基，水流の量の少ない河川が

20基，学校のプール6基，井戸4基，側溝4基，屋外

消火栓1基受水槽1基，配水池1基が使用された．河

川や溝水では，土嚢やビニールシート，倒壊家屋の瓦礫

などを使用して，水がせき止められ，取水された．こ

れは，渇水による教訓から，1994年9月に「異常渇水

に伴う特別消防体制」のマニュアルを各消防署に通知

して功を奏したためである．

　西宮市の世帯数は神戸市の約28％，出火総数は約

25％，1月17日の出火件数は約31％，防火水槽は約

71％である．このことに加えて，消防局と消防団のポ

ンプ車両数が出火件数を上回ったことや防火水槽が多

かったことなどにより，西宮市の消防活動は神戸市に

比べてうまく機能した．

　平常時の消防水利の約8割は水道に設置されている

公設消火栓に依存しているが，今回の地震では，その

能力をほとんど発揮することができなかった．今後は，

防火水槽の増設，地下水特に井戸の利用など，消防水

利の多元化を考える必要がある、

7．　廃棄物焼却施設に対する影響

　　ここでは断水が廃棄物焼却施設の機能に与えた影響

の概要24）を述べる．

　　今日，主な一般廃棄物の焼却処理施設においては，

発生した余熱をボイラーによって取りだし，発電など

に利用するシステムとなっている．また，排ガスの洗

煙なども実施しており，そのために水道や工業用水道

が利用されている．

　今回の地震により，水道や工業用水道の断水は，こ

のような廃棄物焼却施設に対しても深刻な影響を与え

た．断水の影響を受けた施設を表一2に示す．表中には，

各廃棄物焼却施設ごとの焼却能力，水道の復旧完了日，

施設の運転再開日を記している．いずれの施設も，電

気，ガス，水道，電話のライフラインが復旧してから，

運転が再開された．中でも，炉の運転再開の最大のネッ

クとなったのは断水であった．

　神戸市で焼却処理をしているクリーンセンターの水

道の用途は，蒸気を利用した燃焼空気の加熱，燃焼ガ

スの冷却，燃焼灰の消火，灰運鍛時の飛散防止，燃焼ガ

スの洗浄などである．全てのクリーンセンターでは断

水や機能低下のため，受水に支障をきたした。例えば，

落合クリーンセンターでは，ガスの停止や水道の断水

はなかったが，給水圧が低下したため，給水量が不安定

となった．これは，水道局が漏水防止などのために減圧

措置をとったことによる．東クリーンセンターのプラン

ト設備において水道（φ200）と工業用水道（φ150）の

埋設配管は地盤の陥没によって寸断されたが，HIP管

で仮復旧された。放流水配管（φ400）も2箇所で破断

したが，補修された．東クリーンセンターと苅藻島ク

リーンセンターでは工業用水道を利用していた．工業

用水道の復旧は，おのおの4月ユ2日と3月1日であり，

水道の復旧よりも遅れた．このため，水道を利用して

運転が再開された．

　尼崎市では，第1機械炉，第2機械炉，第3工場の
3基の焼却炉を使用し七いた．このうち，第2機械炉で

はボイラーで余熱を取りだして蒸気タービンによる発
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チ 表一2廃棄物焼却施設の復旧

廃棄物焼却施設 焼却能力 水道復旧日 運転再開日

神戸市

東クリーンセンター 690to凪／日（230ton×3） 2月19日 2月20日

（工水4月12日）

落合クリーンセンター 450ton／日（150t・n×3） 1月22日 i月23日

港島クリーンセンター 450ton／日（150ton×3） 2月10日 2月11θ

苅藻島クリーンセンター 600ton／日（200ton×3） 2月6日 2月6日
（工水3月1日）

西クリーンセンター 600ton／日（200ton×3） 1月23日 1月24日

尼崎市現填処理センター 625‡on／日 1月19日 1月19日

第1機械炉 150ton／日

第2機械炉 175ton／日

第3工場 300亀on／日（150t・血×2）

豊中市・伊丹市

クリーンセンター 675to11／日 豊中市水道通水

（伊丹市工水

1月26日）
1号炉 225ton／日 2月27日

2号炉 225ton／日 2月27日

3号炉 225ton／日 1月21日

4号炉（試運転中） 195ton／日 1月23日

電を，第3工場ではボイラーによって蒸気を隣接工場

に供給していた。第1機械炉においては排ガスの冷押

に対して水噴射をしていた．このため，水道や工業用

水道を使用していたが，いずれもが断水した．そこで，

市の環境処理センターでは水道局に対して最優先の仮

復旧を依頼した．2日後には水道が復旧したことによ

り，運転を一部再開できた．

　豊中市と伊丹市では両市の境付近に豊中市・伊丹市

クリーンランドを建設していた．三つの炉を使用して

焼却を行うとともに，第4号炉を建設して試運転中で

あった．1号炉と2号炉では排煙用の煙突が折損倒壊

するとともに，その影響で水処理施設や苛性ソーダタ

ンクが破壊した．第3号炉では大きな被害がなかった

が，伊丹市の工業用水道が断水したため，運転が不能

になった．同じ敷地内に豊中市の水道が引かれていた

ため，これを急拠代替水として使用し，4日後には運転

が再開された．このように二つの市にまたがって複数

の給水源を有していたことが施設の安全度を高めるこ

とにつながった．

　芦屋市の焼却施設では，排ガスの冷却用に，隣接す

る下水処理場の処理水を利用するシステムとなってい

た．下水処理場が被災して完全に停止したため，処理

水が得られなくなった．そのため，応急的に施設を空

気冷却式に改良し，3日後から運転を始めたが焼却能

力は低下した．

　気温の高い夏季ならば，廃棄物の蓄積は都市の衛生

問題に発展したものと考えられる．今後は，予備的な

水源や貯水あるいは焼却炉方式の多様化，焼却の応援

依頼など，断水時における対処方法を検討しておく必

要があろう．

8．おわりに

　停電は給水停止に至る．電気やガスの供給停止は水

質試験をできなくし，安全でない水の供給につながる．

水道管の破断は濁水や水質汚染および廃棄物処理の不

能や低下などを引き起こし，土砂や地下水はガス管な

どに流入して，復旧を困難にした．また，用水型産業

は制約を受け，冷却水と空調を用いる機器やシステム

環境に支障を生じた．さらに，消防に制約を生じ，火

災が拡大した．飲料水制約は不衛生な水の使用につな

がり，人々に精神的なストレスがたまった．このように

本論で取り扱ったライフラインにおいては，図一13に示

すように，水道機能の破壊が他システムの機能に影響

波及した，この被害連関図についてはこれまでも発表

されてきているし1）～4），今回の震災でも報告されてい

る23〉・25）．

　今日の都市の膨張による超過密性や生活水準の向上

に伴い，都市の機能は高度化・複雑化している．それ

は災害に対する脆弱性を増し，新しい形態の災害発生

の危険性を高める．阪神・淡路大震災は複合災害時の

被害波及の連鎖性を改めて喚起したのである．従来か

ら問題視されてきた被害の相互連関においては，階層

構造に整理した上で，様々なレベルにおけるミクロな

時空間分析が必要である．

　水道施設の被害については。現行の耐震技術の適用

を推進することで十分に軽減可能であったケースが多

かったが，今回の水道被害は，消火活動や災害医療な

どの緊急対応を著しく阻害するとともに，様々な都市

機能の麻痺につながった．また，単なる生活不便とい

うレベルをはるかに超え，あまりに長期的な生活支障

の原因となった．震災時に刻々と変化する水需要に対
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図一13阪神・淡路大震災で見られた被害連関図

　　　　　　　　！

して最低限の水供給機能を損なうことのないよう，今

後はシステム間の連携や応急対策あるいは恒久対策を

含めた防災システムを構築していく必要がある．

　最後に，本文のとりまとめや資料収集に当たり，ご

協力を頂いた関係機関の諸氏に深く感謝する次第であ

る。
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INTERACTION－R肌ATED　DISASTER　PROPAGATION　BETWEEN　WATER
　　SUPPLY　SYSTEM　AND　URBAN　FUNCTIONS　DURING　THE　GR，EAT
　　　　　　　　　　　　　　　　HANSHIN　EARTHQUAKE

Shigeru　NODA，Nobuoto　NOJIMA，Yoshihiko　HOSOI　and　Yasunori　KOZUKI

　In　tke　Great　Hanshin　Eartぬquake，the　effects　of　water　supPly　cut－off　on　otheτ1if61ine　sys愈ems　and　waste

incineratol　wele　very　seveτe，The　disluption　of　the　water　supply　systems　caused　great　difnculties　in　the

medical　services　and　file一且ghting・Gas　pipes　wele五lled　with　watel　leaking　f【om　the　water　and　seweτage

systems．The　inab皿ity　to　opeτate　pumps　a箕d　emergency　generators　due　to　lack　of　industτial　wateτwas　a

common　problem・The　Iecovely　of　mafunction　of　sewerage　system　was　affected　by　water　supPly　cut－off

and　its　restoration　process・The　effects　of　breakdown　in　the　electric　power　system　on　water　supply　sys七em

were　dso　examined．
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